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まえがき

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，社団法人 日本建築学会(AIJ)/財団法人 日本

規格協会(JSA)から工業標準原案を具して日本工業規格を制定すべきとの申出があり，日本工業標準調査

会の審議を経て，国土交通大臣が制定した日本工業規格である。

制定に当たっては，日本工業規格と国際規格との対比，国際規格に一致した日本工業規格の作成及び日

本工業規格を基礎とした国際規格原案の提案を容易にするために，ISO 6946：1996 (Building components

and building elements―Thermal resistance and thermal transmittance―Calculation method)を基礎として用いた。

この規格の一部が，技術的性質をもつ特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権，又は出願公開後の

実用新案登録出願に抵触する可能性があることに注意を喚起する。国土交通大臣及び日本工業標準調査会

は，このような技術的性質をもつ特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権，又は出願公開後の実用新

案登録出願にかかわる確認について，責任はもたない。

　JIS A 2101 には，次に示す附属書がある。

附属書 A(規定) 表面熱伝達抵抗

附属書 B(規定) 換気のない中空空間の熱抵抗

附属書 C(規定) テーパーのついた層をもつ構成要素の熱貫流率の計算方法

附属書 D(参考) 熱貫流率の補正

附属書 E(参考) 空げきに対する補正の例

附属書 1(参考) JIS と対応する国際規格との対比表
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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。

日本工業規格 JIS
A 2101：2003

建築構成要素及び建築部位―

熱抵抗及び熱貫流率―計算方法

Building components and building elements―
Thermal resistance and thermal transmittance―Calculation method

序文　この規格に従って計算された熱貫流率は，この規格の適用範囲に示されている建築構成要素を通過

する熱流量を決定するのに適している。

　この規格は，1996 年に第 1 版として発行された ISO 6946 (Building components and building elements―

Thermal resistance and thermal transmittance―Calculation method)並びに Draft Amendment 1(1999)を翻訳し，

技術的内容を変更して作成した日本工業規格である。ただし，追補(amendment)については，編集し，一

体とした。

　なお，この規格で点線の下線を施してある“箇所”は，原国際規格を変更している事項である。変更の

一覧表をその理由を付けて，附属書 1 に示す。

1.　　　　適用範囲　この規格は，建築部位及び建築構成要素の熱抵抗及び熱貫流率の計算方法について規定す

る。ドア，窓及びその他のガラスのはまった部分，地盤への熱移動を伴う部位並びに透気を意図した部位

は対象から除外する。

　計算方法は，関係する材料及び製品の適切な熱伝導率設計値又は熱抵抗設計値に基づいている。

　この方法は，熱的に均質な層 (空気層も含む。)によって構成される部位及び構成要素に適用する。また，

この規格は，不均質な層に用いることのできる近似方法も示す。ただし，断熱層に金属熱橋がある場合は

対象から除外する。

備考　この規格の対応国際規格を，次に示す。

　なお，対応の程度を表す記号は，ISO/IEC Guide 21 に基づき MOD(修正している)とする。

ISO 6946：1996，Building components and building elements―Thermal resistance and thermal

transmittance―Calculation method (MOD)

2.　　　　引用規格　次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成す

る。これらの引用規格のうちで発行年を付記してあるものは，記載の年の版だけがこの規格の規定を構成

するものであって，その後の改正版・追補には適用しない。発効年を付記していない引用規格は，その最

新版（追補を含む。）を適用する。

JIS A 0202　　　　断熱用語

備考　ISO 7345：1987 (Thermal insulation―Physical quantities and definitions)からの引用事項は，こ

の規格の該当事項と同等である。

ISO 10456：1999  Building materials and products―Procedures for determining declared and design thermal


